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書には「重要用語集」と「リソースガイド」も含まれています。
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要旨
アントニオ・グテーレス国連事務総長は、2021年8
月の IPCC報告書を人類にとってのコード・レッド（非
常事態）だと表現しました。気候危機に立ち向かうた
めには、果断な一貫性のあるアクションが必要ですが、
これは労働者やコミュニティ、各地域に大きなインパ
クトを及ぼします。公正な移行は、ネット・ゼロへの
移行を活用してディーセント・ワーク（やりがいのあ
る人間らしい仕事）を推進し、社会的なインクルージョ
ンを促進し、貧困を根絶しようとするものです。人間
を気候変動対策の中心に据えれば、クライメート・ト
ランジション（気候変動緩和のための低炭素社会への
移行）自体に必要な支援や参加も確保できます。

公正な移行のビジョン、重要な機会と課題、指導原則は、
国際労働機関（ILO）の公正な移行のためのガイドライ
ン－すべての人々にとって環境的に持続可能な 経済・
社会を目指して（ILOガイドライン）に定められていま
す。グテーレス事務総長は各国に対し、持続可能な開
発の環境面、経済面、社会面に同時に取り組むための
最低基準として、ILOガイドラインの適用を呼びかけ
ています。パリ協定も、気候変動と持続可能な開発関
連の目標をともに追求する必要性を指摘するとともに、
「労働力の公正な移行や、ディーセント・ワークと質の
高い雇用の創出が必須であること」を認めています。

民間セクターは、公正な移行の達成に中心的な役割を
果たさねばなりません。企業は自社の方針や戦略だけで
なく、すべての人にとって公正な移行につながる公共政
策環境を提唱することによっても、公正な移行をサポー
トできます。企業のアクションは、国連グローバル・コ
ンパクト10原則とその他の重要文書によって裏づけら
れた責任ある企業行動と権利の尊重を基盤とするとこ
ろから始まります。企業の潜在的な力が存分に発揮され
るためには、社会対話とステークホルダー・エンゲージ
メントを踏まえ、排出量ネット・ゼロと環境のサステナ
ビリティへ向けて社会面、経済面、そして雇用面へのイ
ンパクトを最大化する移行計画が必要となります。

気候変動とクライメート・トランジションは各地域、産業、
個別の企業に異なる形で影響を及ぼします。公正な移行
の諸原則は普遍的なものであるとはいえ、その適用の仕
方は企業や部署によって異なります。この解説書では、こ
うした違いのいくつかを明らかにしたうえで、すべての企
業が公正な移行の原則を理解し、現状の慣行に見られる
ギャップを洗い出し、整合性を高めるための構想を練る
うえで役立つ7つの優先的アクションの概略を示します。

1.	マッピング：自社のインパクトと影響力を踏ま
え、公正な移行に関して社内関係者の関与を引き出し、
（自社事業との）重要なタッチポイントのマッピング
を行うとともに、優先課題を洗い出します。

2.	土台作り：断固とした方針と慣行を通じ、労働者
の権利やその他の人権を尊重するとともに、職場での
ジェンダーの平等と社会的公正を確保します。

3.	エンゲージメント：移行計画の策定、実施及び
モニタリングの中核に、労使二者間、政労使三者間お
よび影響を受ける全てのステークホルダーとの対話を
位置づけます。

4.	計画の策定：社会対話とステークホルダー・エン
ゲージメントを踏まえ、公正な移行に向けた長期的な
事業計画を策定し、以下の点に留意します。
-�雇用創出とリスキリング、能力向上を優先する
-�ローカルな社会的、経済的な便益を図る
-�社会的公平性を促進する
-�顧客の公平なアクセスを支援する
-�企業とステークホルダー双方の気候変動へのレジ
リエンス強化に貢献する

5.	行動：継続中の社会対話を統合し、ステークホル
ダーを巻き込み、人権と環境への影響、その関係性に
関するデュー・ディリジェンスを実施することにより、
関連の部署全体で公正な移行計画を実行に移します。

6.	連携：重要な課題に対して、より協調した行動をと
るために労働者団体や政府と対話します。公正な移行
を可能とするために雇用主団体や地域・セクター別の
イニシアチブ、サプライチェーン全体の連携を図ります。

7.	学習–統合–発信：学習、協力と説明責任を促進
するため、公正な移行に関連するアクション、課題お
よびインパクトを測定、報告します。

公正な移行を民間セクターが支援すれば、一般の人々
だけでなく、ビジネスにも恩恵が及びます。公正な移
行は、企業がリスクやコストを削減し、生産性を高め、
ステークホルダー（顧客、政策立案者、投資家を含む）
との関係性を改善し、システミック・リスクを緩和す
ることに役立つからです。公正な移行は究極的に、企
業にとってのビジネスチャンスであり、私たちの社会
にとっての優先課題であり、地球にとって不可欠なこ
ともあるのです。
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人間を気候変動対策の中心に
�▪ 気候危機に立ち向かうためには、決定的な一貫性の
あるアクションが必要ですが、これは労働者やコミュ
ニティ、各地域に大きなインパクトを及ぼします。

�▪ 公正な移行は、ネット・ゼロと気候変動へのレジリ
エンスへの移行を秩序ある、包摂的かつ公正なもの
とし、ディーセント・ワークの機会を創出し、誰ひ
とり取り残さないようにするための取り組みです。
そのためには、社会対話、ステークホルダー・エン
ゲージメント、そして基本的な労働者の権利やその
他の人権の普遍的尊重に根差す公正なプロセスを確
立しなければなりません。

�▪ 公正な移行は、単独で実践できるものではありませ
ん。それは気候変動の緩和・適応活動のための原則
ベースのアプローチであり、あらゆる国とセクター
に関係するものだからです。

気候変動の課題に取り組めば、
私たちの経済と社会に大きな
変化が生じ、それは当然のこと
ながら、人々や家族、コミュニ
ティに、そのアイデンティティ
やウェルビーイングの根幹に触
れる大きなインパクトをもたら
します。公正な移行は後付けで
はできません。それは気候変動
対策に欠かせない要素であると
同時に、私たち全員の責任でも
あるのです

アミーナ・J・モハメッド国連副事務総長

人類は気候変動、生物多様性の喪失、汚染と廃棄物増
大という三重の地球規模の危機と、不平等、貧困、食
料不安の危機に同時に直面しています。これらの危機
は、全世界で数百万人のウェルビーイングと暮らしを

脅かし、システミックな経済・金融リスクを作り出し、
社会不安や政情不安を高めています。ネット・ゼロへ
の移行をはじめ、私たちが抱える社会と環境の課題に
立ち向かうためには、決定的なアクションが必要です
が、そのためには政府や企業、労働者、地域社会、金
融セクター、市民社会、そして一般市民から幅広い支
持と参加を得る必要があります。同時に、温室効果ガ
ス排出量ネット・ゼロへの移行に向けた構造変革を行
えば、労働者や家庭、コミュニティ、企業、産業、各
地域に対するインパクトに伴い、多くの課題と機会が
生まれます。

公正な移行は、ネット・ゼロへの移行と気候変動への
レジリエンスを秩序ある、包摂的かつ公正なものとし、
ディーセント・ワークの機会を創出し、誰ひとり取り
残さないようにするための取り組みです。そのために
は、インパクトを受けるあらゆる集団との社会対話と
ステークホルダー・エンゲージメント、そして基本的
な労働者の権利やその他の人権の普遍的尊重に根差す
公正なプロセスを確立しなければなりません。

公正な移行は、単独で実践できるものではありません。
それは気候変動の緩和や適応について実施中の活動
と、将来的なアクションのための原則ベースのアプ
ローチです。それはまた、気候変動対策を支える金融、
テクノロジーおよび能力構築の戦略にも適用されま
す。公正な移行は、あらゆる経済セクター（エネルギー
だけでなく）や地域、国のほか、それらの間の関連性
にも関係するものだからです。政府、企業、労働者と
その団体、コミュニティ、権利擁護者、市民社会組織
のいずれにも、果たすべき役割があります。気候変動
対策の中心に人間を置けば、クライメート・トランジ
ションそれ自体に必要な支持と参加も確保できます。
結局のところ、公正な移行は気候変動対策に欠かせな
い手段であり、単なる「付け足し」ではないのです。

この解説書では、企業が公正な移行に果たす役割を取
り上げます。まず、公正な移行の基礎と意義について
述べることにより、状況を確認します。そのうえで、
企業が優先すべきアクションや妥当な行動領域、対策
を取ることで得られるビジネスケースの概要を示しま
す。また、野心的で包括的かつ効果的な移行計画の策
定を図る企業をサポートするための重要用語集とリ
ソースガイドも含まれています。

“
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公正な移行： 
その起源と意義
�▪ 公正な移行のビジョン、重要な機会と課題、指導原
則は、国際的な政労使三者間合意を通じて2015年
に採択されたILOガイドラインに定められています。

�▪ 公正な移行とは、持続可能でインクルーシブな経済
成長と開発の実現でディーセント・ワークが果たす
役割を重視しつつ、環境、社会、経済という持続可
能な開発の3つの次元に同時に、一貫性のある形で
取り組むことを指します。

�▪ パリ協定は、気候変動と持続可能な開発関連の目標
をともに追求する必要性を指摘するととともに、「各
国が定める開発優先課題に応じた労働力の公正な移
行や、ディーセント・ワークと質の高い雇用の創出
が必須であること」を認めています。

公正な移行のビジョン、重要な機会と課題、指導原則
は、国際的な政労使三者間合意を通じて2015年に採
択された国際労働機関（ILO）の「公正な移行のため
のガイドライン－すべての人々にとって環境的に持続
可能な 経済・社会を目指して」（ILOガイドライン）1

に定められています。ILOガイドラインは政策枠組み
と、政府や社会的パートナーがこの政策枠組みを策定、
実施、モニターする方法に関する実用的ガイダンスを
提供するものとなっています。これによって企業には、
自社の方針や戦略だけでなく、公正な移行全般を促す
政策環境を求めてゆくことによっても、公正な移行を
サポートする余地が生まれています。

ILOガイドラインによると、公正な移行は、環境と開
発に関する世界委員会が1987年に確立した持続可能
な開発という理念に根差しています。そして現在、こ
の理念を体現しているのが「持続可能な開発のための
2030アジェンダ」に盛り込まれた持続可能な開発目
標（SDGs）です。公正な移行とは、持続可能な開発
の環境面、社会面、経済面に縦割り型ではなく、総合
的に取り組むことを意味します。その意味で、SDGs
の目標13（気候変動に具体的な対策を）で触れられ
ている気候変動対策計画は、単なる環境保全戦略では
なく、その他のグローバル・ゴールズ（SDGsの別称）
にも貢献する機会にもなります。SDGsの目標8（働
きがいも経済成長も）は、力強く持続可能かつインク

1.��国際労働機関（ILO）、社会対話、社会的パートナー、政労使三者間などについて詳しくは、「重
要用語集」をご覧ください。
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ルーシブな経済成長と開発の実現に重要な役割を果た
すため、公正な移行の中心的な重点課題と言えます。

人間中心の気候変動対策の実現は、社会的包摂を促進
すると同時に、生産的な完全雇用、労働における権利、
社会対話、社会的保護というディーセント・ワークの
4本柱をサポートする脱炭素戦略にかかっています。

パリ協定によると、持続可能な開発は気候変動対策の
基盤でもあります。パリ協定は、気候変動と持続可能
な開発関連の目標を同時に追求する必要性について述
べるとともに、潜在的な相乗効果の多くを指摘してい
ます2。そして具体的に「各国が定める開発優先課題
に応じた労働力の公正な移行や、ディーセント・ワー

クと質の高い雇用の創出が必須であること」を認めて
います。グラスゴー気候合意も、パリ協定の履行にあ
たって公正な移行を確保する必要性を認識していま
す。

国連グローバル・コンパクトは、国連事務総長の特別
イニシアチブとして、各地の企業に対し、人権、労働、
環境、腐敗防止の分野における普遍的な10原則に業
務と戦略を整合させ、グローバル・ゴールズを支持す
るアクションを起こすよう求めています。10原則は、
ILOガイドラインやグローバル・ゴールズ、パリ協定
と共通の基盤を有し、専らビジネスを対象とする手段
として、企業が公正な移行の中で、その野心を実現す
ることに役立ちます。

気候のジェンダー的次元
気候変動はジェンダーや所得、年齢、民族性に関する
ものを含め、既存の不平等をさらに悪化させます。仕
事の世界や気候変動リスクへのエクスポージャー、適
応のためのリソースへのアクセスにおけるジェンダー
の不平等は、気候変動とその適応、緩和活動が女性に
及ぼすインパクトを不当に大きくします。同時に、女
性は大人も子どもも、公正な移行に向けた変化をもた
らす重要な主体であり、その有意義な参画なしに気候
変動対策の成功は望めません。

図1

機会を生かし、 課題を管理し、 公正なプロセスを
確保することで、

スピーディーな移行の
実現を

気候変動対策と持続可能な開
発を両立させるためには、人
間らしい労働条件でグリー
ン・ジョブを創出し、労働力
のリスキリングとスキルアッ
プを図り、ジェンダーの平等
と社会的公正（図2）、包摂
を促進し、貧困を削減し、グ
ローバル・ゴールズの実現に
貢献できる機会を生かさねば
なりません。

公正な移行はまた、移行の経
済的、社会的なインパクトと
リスクの公正な管理も意味し
ます。具体的には、事業資産
やインフラへのリスク、雇用
の減少とディーセント・ワー
クの不足、人権（土地権や先
住民族の権利を含む）へのリ
スク、その他の特に社会的最
弱者層に対する負のインパク
トなどが挙げられます。労働
者や気候変動の矢面に立たさ
れているコミュニティ、企業
に対する負のインパクトの評
価、防止および軽減は、気候
変動対策と一体不可分の要素
とすべきです。

ネット・ゼロへの移行の社会
経済的成果として、インク
ルージョンや正義、効率を達
成するためには、公正なプロ
セスの導入が必要です。社会
対話やステークホルダーとの
真摯な協議をネット・ゼロへ
の移行の基盤としなければな
りません。このようなプロセ
スは、ネット・ゼロへの移行
の手続き面、代表面での公正
に寄与することで、方向性の
一致を高め、リスクを軽減し
ます。また、社会的パートナー
やその他のステークホルダー
が移行計画に追加できる価値
の活用にもつながります。

公正な移行は、ネット・ゼロ
への移行に公正なプロセスを
埋め込み、その社会的、経済
的機会を生かし、そのインパ
クトを公正に管理することに
より、スピーディーな移行を
容易にします。また、ネット・
ゼロへの移行に伴う社会契約
を強化し、経済とビジネスの
レジリエンスを改善するとと
もに、インクルーシブな社会
にも貢献します。このホリス
ティックな手法は、気候変動
関連のシステミック・リスク
を緩和し、ビジネスの移行リ
スクを削減し、政府による気
候関連の政策立案を容易にす
ることで、私たちの気候変動
対策の成功に貢献します。

図2

2.�パリ協定第 2条、第 4条、第 6条、第 7条、第 10条を参照。
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ビジネスが公正な 
移行に果たす役割
�▪ 企業がネット・ゼロ移行計画に活動を整合させようと
努める中で、公正な移行の原則は、同時に人々に対す
る恩恵も最大限に高めるためのガイダンスとなります。

�▪ このアプローチを採用すれば、人々にとって利益となるだ
けでなく、企業の存在意義を高め、財務面で重大なリスク
を軽減することにより、ビジネスにも利益をもたらします。

民間セクターは、公正な移行の達成に中心的な役割を担う
べきです。中小・零細企業（MSMEs）をはじめとする企
業は、全世界で多くの雇用を提供し3、イノベーションと
富の創造に欠かせない存在となっています。企業は労働者
を雇用し、これに訓練機会を提供し、技術を開発・展開し、
消費者や公共セクター、その他企業に物品とサービスを供
給し、事業活動地のコミュニティにインパクトを与え、政
府への働きかけを行うなど、多くの形で社会や経済に影響
を及ぼしています。企業がこうした活動をネット・ゼロへ
の移行と整合させようとする中で、公正な移行の原則は、
そのバリューチェーン全体でディーセント・ワークと社会
的包摂を同時に進展させるための指針となります。

公正な移行アプローチの採用は、人々だけでなく、企業に
とっても利益となります。自社の社会と経済に対するインパ
クトを管理する企業は、ステークホルダーとの関係を改善
し、より大きな存在意義を認められるようになります。これ
により、法的リスクや風評リスクを含め、財務面の重大なリ
スクも多く軽減できます4。公正な移行の原則は、企業のサス
テナビリティの環境・社会・ガバナンス（ESG）の全次元をカ
バーすることで、企業がこれらの次元にまたがるリスクを管
理することにも役立ちます。その中には、例えば労働関係な
ど社会的要因から派生するクライメート・トランジション・
リスクや、熱ストレスなど、気候リスクへの物理的エクス
ポージャーに起因する人的資本リスクやオペレーショナル・
リスクが含まれます。気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）の提言と整合する報告を目的とするものを含め、気
候変動リスクの厳正な管理と開示を行うためには、こうした
因果関係の把握が必要となります。公正な移行の原則はま
た、ESGの3次元間の相乗効果を明らかにすることにも役立
つ可能性があります。個別企業に対する恩恵に加え、公正な
移行は事業環境のサステナビリティ向上にも役立ちます。特
に、政治的、経済的、社会的リスクを含め、気候変動や不平
等、経済再編に関連するシステミック・リスクを軽減します。

3.��フォーマル雇用 10件のうち 7件は、中小企業が創出しています。International�Organization�of�
Employers�(IOE),�� �
MAKE TRANSITIONS WORK: CLIMATE CHANGE AND EMPLOYMENT - 
GUIDANCE NOTE,�2020.

4.��Moody’s,�RISING FOCUS ON JUST TRANSITION WILL RAISE RISKS FOR 
MOST EXPOSED COMPANIES,�2021.
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アイデアを行動へ： 
優先的アクションと行動領域
�▪ 企業による公正な移行への支援は、�責任ある企業行
動と労働者の権利を含む権利の尊重を基盤とすると
ころから始まります。こうした支援は、社会対話と
ステークホルダー・エンゲージメントに基づき、社
会面、経済面、環境面のインパクトを最適化する移
行計画を通じ、フルに実現できます。

�▪ 図4に概要を示した7つの優先的アクションは、企
業が公正な移行の原則を理解し、現状の慣行におけ
るギャップを洗い出し、整合性を高めるためのアイ
デアを出すことに役立つ可能性があります。

�▪ 気候変動とネット・ゼロへの移行は、各地域や産業、
企業に異なる形で影響しますが、これは特に「廃止・
抑制」と「積極的移行」、適応と中小企業（SMEs）
に多く当てはまります（図5）。

�▪ 多くの企業にとって、クライメート・トランジショ
ンはあらゆる事業分野や部署に影響しますが、同じ
ことは公正な移行にも当てはまります。図6には、�
いくつか関連の行動領域と、公正な移行原則の適用
方法の事例が掲げてあります。

�▪ 企業は直接の事業活動地域だけでなく、政策立案者
や社会的パートナーと対話し、環境の整備を支援す
ることによって、さらに組織的な形で公正な移行に
貢献することもできます。

企業にとって、ネット・ゼロ移行への正義、公平性、
ディーセント・ワーク、社会的包摂の埋め込みは、責
任ある企業行動と労働者の権利を含む人権の尊重を基
盤とすることから始まります5。この基盤を土台とし
ながら、企業は下記の条件を満たす移行計画の策定を
通じ、そのポテンシャルをフルに発揮できます。

1)社会対話とステークホルダー・エンゲージメントに
基づいている。

2)社会的に弱い立場にある集団に特別に配慮しつつ、
労働者とコミュニティに対するインパクトを評価
し、これを公正に管理している。

3)社会、経済、雇用面のコベネフィットを積極的に追
求している。

5.��この基盤は、国連グローバル・コンパクトの 10 原則、ILO 多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言（多国籍企業宣言）、国連ビジネスと人権
に関する指導原則（UNGP）およびOECD 多国籍企業行動指針（OECDガイドライン）に定められています。

下記に概要を示すアクションは、ILOガイドラインの
指導原則およびThe�B�Teamと公正な移行センターが
発行した「公正な移行：ビジネスガイド」に基づくも
ので、それぞれの気候変動対策の進捗状況に関係なく、

企業が公正な移行の原則を理解し、現状の慣行におけ
るギャップを洗い出し、ディーセント・ワークの進展
と社会的包摂促進に向けたアイデアを出すために役立
つことを目的としています。

図3

公正な移行に向けた環境の整備
ビジネス環境は、事業活動に影響する政策、法律、制度および規制の諸条件が複雑に絡み合ってでき上が
ります。劣悪なビジネス環境は、生産性と投資収益率を損ない、雇用とその創出に必然的なインパクトを
及ぼします。特に適切なインセンティブや金融サービスへのアクセス、充実した制度への依存度が高い中
小企業にとって公正な移行を図るために必要なエコシステムを整備するうえで、政府は重要な役割を果た
すべきです。そうすれば、企業は直接の事業活動地域だけでなく、政策立案者や社会的パートナーと対話
し、公正な移行に向けた環境の整備を求めることによって、さらに組織的な形で公正な移行に貢献するこ
ともできます。
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図4

優先的
アクション

ディーセント・ワークの進展
雇用 – 労働における権利 – 

社会対話 – 社会的保護

社会的包摂の促進
機会 – リソースへのアクセス – 

発言力 – 権利の尊重

マップ作り
自社のインパクトと影響力に照らしつつ、公正な移行への理解を構築し、重要なタッチポイ
ントをマップ化し、優先課題を洗い出すための内部の調査とエンゲージメント

基盤の整備

	▪ 労働における権利の尊重

 ▪結社の自由と団体交渉権

 ▪児童労働、強制労働および雇用差
別の撤廃

 ▪労働安全衛生の権利

 ▪ 職場におけるジェンダーの平等とダイ
バーシティ、公平性、インクルージョ
ン（DEI）の促進

	▪ 人権を尊重するとともに、効果的な
デュー・ディリジェンスその他、UNGP
と整合する慣行を通じたものを含め、人
権侵害への関与を排除

	▪ 責任ある企業行動の国際原則との整合

エンゲージメント

 ▪ 労働者団体の社会対話、特に下記への
巻き込み

 ▪再編と座礁資産にまつわる計画

 ▪脱炭素戦略

 ▪雇用に大きなインパクトを及ぼす
戦略

 ▪「積極的移行」におけるグリーン
事業の拡張

 ▪ 特にネット・ゼロへの移行で新たな市場、
新たなサプライチェーン、新たなステー
クホルダーが生まれる中で、影響を受け
るあらゆる集団との公平で充実したス
テークホルダー・エンゲージメントを事
業計画で主流化

 ▪ エンゲージメントにおいて、公平で包摂的
な参加の原則尊重、および特に子どもな
ど一定の集団につき、安全な参加を確保

計画の策定

 ▪ 個人のキャリアとコミュニティが、企業とは異なる時間枠で動いていることを認識した
うえで、中長期的な事業計画にリソースを配分

 ▪ 労働における権利を含む人権のデュー・ディリジェンスを戦略的な意思決定に統合

 ▪ 気候変動に対するソリューションの考案、設計および実施で、ジェンダーの不平等に取
り組むとともに、ソリューションに乗数効果をもたらす存在として女性を活用

	▪ 社会対話とステークホルダー・エンゲージメントを計画策定に統合

 ▪ 重要なビジネス機能間のエンゲージメントと調整を改善
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ディーセント・ワークの進展
雇用 – 労働における権利 – 

社会対話 – 社会的保護

社会的包摂の促進
機会 – リソースへのアクセス – 

発言力 – 権利の尊重

計画の策定

 ▪ 雇用へのインパクト評価を移行計画策
定に統合し、雇用創出とリスキリング
／スキルアップを優先

 ▪ 特に開発途上国で、インフォーマル経
済の労働者を正規化

	▪ サプライチェーン全体でディーセント・ワー
クの進展を図るため、フットプリントを活用

 ▪ ビジネス決定で影響を受ける弱者層を保
護し、事業活動による地域社会への貢献
を最大限に高めるための計画を策定

 ▪ 場所に根差した社会経済的インパクトの
評価を計画策定に統合

 ▪ 安全な低炭素製品に対する公平な顧客ア
クセスをサポート

行動

 ▪ 公正な移行計画を行動へ：関連の企業慣行の具体例については、図6の行動領域を参照
 ▪ 健全な環境を得る権利など、人権と環境へのインパクトや、こうしたインパクト間の関
係性に関する社会対話、ステークホルダー・エンゲージメントおよびデュー・ディリジェ
ンスを継続的に実施

連携

 ▪ 労働者団体との社会対話やステークホルダー・エンゲージメントに政府を関与させ、
地域的または全国的レベルで重要課題にまつわる協調の効果を改善

	▪ 政策提言を通じて公正な移行を支援することで、公正な移行に資する「野心のループ」
を駆動

	▪ 使用者団体やその他市民社会組織の力を借りて、あらゆるセクターとあらゆる種類の
企業を対象とする包括的で一貫したアプローチを確保

 ▪ 能力開発や基準設定、再雇用、移行の道筋など、共有する課題に取り組むためのプラッ
トフォームとして、場合によっては政府との協力も視野に入れながら、地域別・セクター
別のパートナーシップを開発

 ▪ 労働における権利を推進し、雇用創出を促し、社会対話を強化し、社会的保護を充実
させるために、効果と説明責任を兼ね備えた市民社会組織と連携

学習	–	
統合	–	
発信

 ▪ 説明責任やステークホルダーとの協力を強化し、自他の経験から学ぶため、公正な移
行に関連するアクション、課題およびインパクトを測定、報告

	▪ サステナビリティと人権に関する報告枠組みと国連グローバル・コンパクトのコミュ
ニケーション・オン・プログレス（CoP）を活用し、公正な移行のサポートに関連す
る重要要素を開示

 ▪ ギャップや潜在的な悪影響を特定、把握できるよう、自社の方針と慣行を見直すとと
もに、必要に応じてこれを適応
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気候変動とネット・ゼロへの移行は、各地域と産業、個別の企業に異なる形で影響します。以下では、公正な移
行における4つの重要課題と、その解決に資するビジネス行動の概要を示します。

多くの企業にとって、クライメート・トランジションは複数のビジネス分野やビジネス機能に影響を及ぼしかね
ませんが下表に示すとおり、これは公正な移行にも当てはまります。

図5

廃止・抑制 積極的移行 気候変動適応 中小企業

課題

排出量の多い産業
で急激に脱炭素化
を進めれば、雇用
の減少とリストラ
が生じかねません。

新興のグリーン産業
やグリーン技術は、雇
用の質や人権リスク
の問題を抱えるおそ
れがあります。

気候変動のインパ
クトとリスクの分布
は一様でないほか、
適応戦略も勝者と
敗者を作り出すお
それがあります。

中小企業は、その
発展と移行を環境
の整備に依存して
います。

重要な
アクション

戦略的計画の立案
に社会対話を統合
する。

労働者の定着、再
訓練、再配置を通
じて雇用へのイン
パクトを緩和する
とともに、社会的
保護に貢献する。

新規雇用をディーセ
ント・ワークにする。

 ▪ 労働者の権利と 
労働基準

 ▪ スキルアップの 
機会

 ▪ 公正な賃金

 ▪ 社会的保護

 ▪ ジェンダーと 
社会的平等

人権への負のインパ
ク ト を防止、軽減、
是正する。

適 応 戦 略 の 設 計
で、クロスボー
ダーまたはクロス
セクターのインパ
クトに配慮する。

ローカル、グローバ
ル双方の適応優先
課題に投資と事業
計画を整合させる。

使用者団体や商取
引 関 係 のパート
ナーシップに政策
立案者を巻き込
み、政策の整備を
促進する。

 ▪ 規制

 ▪ インセンティブ

 ▪ 能力育成

 ▪ 金融
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行動領域

労働力

労働安全衛生を含む労働における権利

 ▪ 国連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP）
に従い、しっかりとした方針と慣行を採用し、こ
れをモニターするとともに、救済へのアクセスを
確保する。

人的資本開発と雇用創出

 ▪ 人的資本開発と雇用創出の機会を評価し、リスキ
リングやスキルアップに投資するとともに、しっ
かりとした労働慣行を実践することで、特に新た
な生産・流通技術、デジタル化および新規ビジネ
スモデルについて、この投資の収益を増大させる。

社会対話

 ▪ 本格的な社会対話を通じ、公正な移行計画の策定、
実施およびモニタリングなどに関し、成熟した労
使関係を育成する。

 ▪ 労働者団体と協力し、技術とスキルに関する機会
を特定、追求する。

ジェンダーと社会的公正

 ▪ 採用、昇進、賃金に関する公平性を評価、改善する。

 ▪ 差別のない職場をつくる。

社会的保護

 ▪ 適正な給付の支給に貢献する。

 ▪ 責任ある税務慣行を採用する。

 ▪ 公正な移行に関するリスク分析をビジネス戦略、
サステナビリティ戦略、人的資本戦略に反映させ
るための経路を強化する。

政府関係と政策提言

政労使三者間の社会対話

（各国の政労使三者間社会対話を参照）
 ▪ 全国／地域レベルでのさらに幅広いアクションと

の協調を図る。

 ▪ ILOガイドライン政策枠組みの9つの重点分野に
ついて、社会的パートナーに関するそのガイダン
スを活用しながら、労働者団体や政府と共同で方
針を策定する。

 ▪ 使用者団体の力を借りる機会を模索する。

アドボカシーとエンゲージメント

 ▪ 政策提言とディーセント・ワーク、社会的包摂へ
の取り組みの整合性を高める。

 ▪ あらゆる規模のサステナブル企業が活動できる環
境の整備を提言する。

 ▪ 公正な移行に関連する労働基準と決議（ILOガイ
ドライン附属書1）の履行を推進する。

 ▪ 適切かつ財務的にサステナブルな社会的保護制度
を促進する。

リスク

リスクマネジメント

 ▪ 公正な移行に関連するリスクを特定、評価、軽減
し、公正な移行の認識をリスクマネジメント・シ
ステムに統合する。

 ▪ 社会対話とステークホルダー・エンゲージメント
を、リスクの特定と軽減を含むリスクマネジメン
トの厳格化に活用する。

図6　　 下表は、様々なビジネス領域に公正な移行原則を適用する方法の事例を掲げたものです。
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 ▪ 公正な移行に関するリスク分析をビジネス戦略、
サステナビリティ戦略、人的資本戦略に反映させ
るための経路を強化する。

関連リスク

 ▪ 風評：例えば、雇用の減少その他、企業の再編成
などに際する負のインパクト、および、新たな事
業活動またはサプライチェーンにおける負のイン
パクトをもたらす移行計画

 ▪ 人的資本／オペレーショナル：例えば、スキル不
足、安全衛生および物理的気候リスク

 ▪ 法律／政策

 ▪ 市場：例えば、座礁資産に起因する評価リスク

 ▪ テクノロジー

測定と報告

公正な移行を測定、開示するための重要データとは
 ▪ 労働関係と社会対話、キャリアの管理と向上、人

的資本投資、ジェンダーの平等とDEI、企業の再
編成管理を含め、人的資本と職場に関する慣行

 ▪ 社会的弱者や社会から隔絶された状態にある集団
に適用されるもの、取られた対策、目標達成のた
めに配分されたリソースを含め、人権に関する方
針と慣行

 ▪ 実績重視型のターゲット、および、目標やターゲッ
トの達成に向けた進捗状況とその実効性

 ▪ 事業活動や製品の社会的インパクトの公平性に関
する監査

 ▪ 場所に根差した社会経済的インパクト評価

 ▪ ステークホルダー・エンゲージメント慣行

 ▪ 社会・経済開発の促進

学び

 ▪ ビジネス戦略チームやサステナビリティ・チーム
と協調し、学びと効率の改善を図る。

 ▪ 既存の枠組みやプラットフォームを活用し、学び
の共有の促進を図る。

 ▪ ギャップや潜在的な悪影響を把握、特定できるよ
う、自社の方針や慣行を見直し、必要に応じてそ
の適応を図る。

経営

経営慣行

 ▪ ビジネス戦略、ネット・ゼロ計画、労働関係と社
会対話、人権に関する方針と慣行、SDGs戦略、
ステークホルダー・エンゲージメント、パートナー
シップなど、主なビジネス機能間の関係性と調整
を改善する。

 ▪ 資源・エネルギー効率の改善、無駄の削減、生産
的雇用とディーセント・ワークを促進する安全で
クリーンなテクノロジーと作業法方法の採用を目
指し、対話と知識共有、相互的アドバイスの文化
を育むことにより、職場での協力を促進する。

製品のデザインと流通

顧客のアクセスと安全

 ▪ 低炭素の製品とサービスに対する顧客の公平なア
クセスをサポートする。

 ▪ 製品のデザインと流通で、安全性と公平性を優先さ
せる。

 ▪ GHG排出量と有毒汚染物質などに関するライフ
サイクル・アセスメントを実施する。
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人権デュー・ディリジェンスと	
社会的リスク／インパクトの管理

人権方針と慣行

 ▪ デュー・ディリジェンス、現実のインパクトと潜
在的インパクトの評価、苦情処理メカニズム、情
報開示など、UNGPと整合する人権リスクの防止・
軽減・是正措置を実施する

 ▪ UNGPに沿い、子どもやその他、社会的弱者や社
会から隔絶された状態にある集団の権利やニー
ズ、直面する課題に特に注意を払う。

社会経済的インパクトの管理

 ▪ 戦略的決定を下す際、社会的なリスク／インパク
トの評価やモニタリングとステークホルダー・エ
ンゲージメントを効率化する。

 ▪ 特に新規の、または進化を遂げつつある事業活動
やサプライチェーンに係る移行戦略で、社会的不
公正を評価し、これに対処する。

サプライチェーン／調達

サプライヤー・エンゲージメント

 ▪ ディーセント・ワークと権利の尊重を促進する。

 ▪ サステナブルな生産工程とインプットを奨励する。

 ▪ 中小・零細企業の研修、レジリエンスおよびグロー
バル・サプライチェーンへのアクセスをサポート
する。

 ▪ 移行リスクと物理的気候リスクを洗い出し、管理
する。

 ▪ 安全で健康的な労働環境と、差別のない職場に関
するものを含め、能力の開発とベストプラクティ
スの共有を行う。

調達プロセス

 ▪ 再生エネルギー調達プロセスなど、調達プロセス
に労働者の権利と人権に関する判断基準を埋め込
むことで、サプライヤーが労働における権利その
他の人権を尊重し、公正な報酬と生活賃金を支給
し、安全で健康的な労働環境を提供できるように
する。

 ▪ デュー・ディリジェンスやモニタリングを実施する
とともに、実効的な救済へのアクセスを確保する。

ポリシーエンゲージメント

 ▪ 中小企業の発展と移行に向けた環境整備をサポー
トする。

気候変動に対するレジリエンス

 ▪ サプライヤーと地域社会の気候変動に対するレジ
リエンス強化に投資する。

外部とのパートナーシップ

地域別／セクター別イニシアチブ

研究機関

市民社会
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ビジネスケース：企業が取り組む理由
公正な移行は、企業がリスクとコストを削減し、生産
性を高め、顧客や政策立案者、投資家などステークホ
ルダーとの方向性のすり合わせを改善し、システミッ
ク・リスクを軽減することに役立つため、これによっ
てビジネスのレジリエンスが高まる可能性もあります。

社会対話と良好な職場環境はリスクやコストを
軽減する一方で、生産性を改善
社会対話と労働者の権利尊重は、労働者との関係と労
働力計画を改善し、それによってオペレーショナル・
リスクやテクノロジー・リスク、市場リスクを軽減で
きる可能性があります。労働者との良好な関係は、デ
ジタル化と仕事の未来に関するものを含め、イノベー
ションと、そのために必要な柔軟性を促進します6,�7。
また、訴訟費用や、雇用の減少、座礁資産およびリス
トラ関連の風評リスクを削減するうえでも鍵を握りま
す8。特に中小企業にとって、職場での協力関係の発
展は、生産性に桁違いの効果を及ぼし、グローバル・
サプライチェーンへのアクセスを広げる可能性があり
ます9。良好な労働慣行はまた、労働者の採用や定着
を改善し、それによって離職コストが低下するととも
に、生産性向上に鍵を握る要素である人的資本への投
資にインセンティブも生まれます10。スキルのニーズ
を評価し、リスキリングやスキルアップに投資し、教
育や訓練、生涯学習のための休暇を提供すれば、スキ
ル不足のリスクが軽減され、人的資本とテクノロジー
のコストも下がります11,�12。

本格的な労働安全衛生方針に公平な気候変動適応戦略
を組み合わせれば、異常気象や熱ストレスその他の気
候災害危機に起因するリスクの削減に役立ちます。こ
うしたリスクには、事業活動や労働者の健康、労働生
産性に対するリスクが含まれます。従業員のダイバー
シティと包摂を促進すれば、業績が上がります13。良
い労働慣行の重要な側面である非正規労働者の正規化
は、労働者の権利を推進し、その社会的保護へのアク

セスを改善するだけでなく、�特に国からの援助という
点で、こうした労働者に依存する産業のレジリエンス
も高めます。

ステークホルダーの重視はリスクを削減し、
脱炭素化／適応計画の付加価値を増大
公正な移行は共通言語となりつつあり、脱炭素や人的
資本管理、責任ある企業行動、人権（労働者の権利を
含む）の尊重、グローバル・ゴールズなど、ビジネス
慣行の複数の次元を横断し、ステークホルダー間のす
り合わせをしやすくしています。この枠組みを活用し
てステークホルダー間のすり合わせを支援すれば、企
業の存在価値が高まり、ビジネス決定に対する支持も
固まります。

図8は、方向性のすり合わせと信頼の改善に寄与する
ことでリスクを削減し、脱炭素・適応戦略の付加価値
を高めるステークホルダー重視型慣行を示しています。

図7

金融機関や市民社会組織、ビジネス／業界プラッ
トフォーム、政府機関、多国間機関、研究機関
などを含むステークホルダーのグローバル連合
であるワールド・ベンチマーキング・アライア
ンス（WBA）は、グローバル・ゴールズに対す
る民間セクターの貢献の評価とベンチマーキン
グに中心的な役割を演じています。WBAはス
テークホルダー間のすり合わせと、脱炭素関連
のものを含む企業のソーシャル・インパクトに
関する情報へのアクセスを改善するため、「公正
な移行アセスメント」と「ソーシャル・トラン
スフォーメーション枠組み」を開発しました。
WBAのベンチマークは、企業が公正な移行に関
するステークホルダーの期待値とのすり合わせ
やインセンティブの改善を目的に利用できる重
要なツールとなっています。

6.�Global�Deal,�A BUSINESS CASE FOR SOCIAL DIALOGUE,�2021.
7.�Workforce�&�Organizational�Research�Center,�JOB QUALITY MAPS.
8.��企業の再編成管理に関連するリスクは、グローバルな盲点とされています。Moody’s,�RISING FOCUS ON JUST TRANSITION WILL RAISE RISKS FOR 

MOST EXPOSED COMPANIES,�2021.
9.��ILO,�SCORE TRAINING: CATALOGUE�and�PROMOTING THE CAPACITY OF SUPPLIERS IN GLOBAL SUPPLY CHAINS.
10.��Global�Deal,�A BUSINESS CASE FOR SOCIAL DIALOGUE,�2021.
11.��Just�Transition�Centre�and�The�B�Team,�JUST TRANSITION: A BUSINESS GUIDE.
12.��Deloitte による「2020 年グローバル人的資本トレンド」調査に回答した企業の 53%は、その社員の半数以上が今後 3年間にスキルとケーパビリティの変更を強いら
れるだろうと述べています。Deloitte,�BEYOND RESKILLING.

13.��Investor�Responsibility�Research�Center� Institute�and�Harvard�Law�School’s� Labor�and�Worklife�Program,�THE MATERIALITY OF HUMAN 
CAPITAL TO CORPORATE FINANCIAL PERFORMANCE,�2015.
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図8

公正な移行におけるステークホルダー重視型のプラクティス

コミュニティ
自社の事業活動、サプライチェーンまた
は移行計画によって影響を受けるコミュ
ニティとのエンゲージメントは、こうし
たコミュニティとの関係を改善し、コ
ミュニティのレジリエンス強化に向けた
効果的な投資計画を共同で策定し、気候
変動対策計画に関するその知見と支持を
獲得するとともに、人権リスクを特定、
軽減する機会となります。コミュニティ
とのエンゲージメントはまた、物理的な
気候変動リスクと移行計画の環境・社会
リスクに関する情報へのアクセスも改善
します。

顧客
製品とサービスのライフサイクルで環境
に配慮するとともに、その設計でアクセ
ス可能性、安全性、公平性を優先すれば、
ネット・ゼロ経済の競争優位に鍵を握る
要素であるビジネスのレピュテーション、
顧客のロイヤルティ、ブランド認知度が
いずれも高まることによって、リスクが
減少する一方、製品需要が増大します。

労働者
労働者の権利を尊重し、社会対話に労働
者団体を巻き込めば、従業員との関係や
生産性が高まり、イノベーションや計画
策定が容易になるほか、幅広いリスクと
コストの削減にもつながります。さらに
詳しくは、16頁の「社会対話と良好な
職場環境はリスクやコストを軽減する一
方で、生産性を改善」をご覧ください。

サプライチェーン
サプライチェーンとのエンゲージメント
は、テクノロジー・リスク、政策リスク、
法的リスク、気候変動リスクを含め、企
業が幅広いリスクを特定、管理すること
に役立つ可能性があります。サプライ
ヤーと協調することで、低炭素生産に必
要となるテクノロジーと関連のスキルを
特定、開発、展開すれば、サプライチェー
ンの安定や、ネット・ゼロ社会における
規模の経済に貢献できます。サプライ
チェーン全体とのエンゲージメントは、
効果的な適応戦略や、中小企業の発展と
移行に資する方針の策定にとっても重要
となります。

政府
「王道」の環境・労働・人権基準を企業
の製品やサービスに埋め込めば、政府当
局との関係を改善し、法的リスクや規制
リスクを削減できます。また、政府は社
会・環境面で実績のある納入業者を優遇
する傾向にあるため、これによって政府
調達に食い込めるチャンスも生まれま
す。密接な社会対話やステークホルダー・
エンゲージメントと良好な労働・人権慣
行を兼ね備えた企業は、ポリシーエン
ゲージメントという点でも有利な立場を
得て、法律や規制に対する影響力が高ま
ります。
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投資家と金融機関が公正な移行に
取り組み始めたことで、企業にも影響が
国連責任投資原則（PRI）が調整役となって2020年に
発表された「気候変動に関する公正な移行を支援する
投資コミットメント声明」が100兆ドルを超える資産
を運用する投資家によって支持されたことは、労働者
と社会に対する配慮を気候変動対策戦略に統合しよう
とする決意を示すものと言えます。コミットメント声
明とこれに付随する「投資家行動のためのガイド 14」は、
投資戦略、コーポレート・エンゲージメント、資本配分、
政策提言とパートナーシップ、学習と透明性という、
投資家行動の5つの重要分野を取り上げています。排
出量ネット・ゼロを約束する金融部門アクターのグ
ローバル連合「グラスゴー金融同盟」（GFANZ）も、
金融機関と投融資先の企業の両方を対象とするベスト
プラクティスに関する「公式ガイダンス」と、その政
策提言に公正な移行を取り入れています。

公正な移行関連の金融セクターの活動は、企業に機会
とリスクの両方をもたらします。グリーンボンドやソー
シャルボンドなど、社会・環境問題に特化した債券の基
準を満たす企業やプロジェクトは、優遇条件で融資を受
けられる可能性があります。例えば、移行計画への融資
手段として、トランジション・ファイナンスが成長を見
せていますが、その中には公正な移行関連の評価基準
が含まれているものもあります。また、株主の間では近
年、エンゲージメントや委任決議などを通じ、ESG関
連のアクティビズムを強める動きも見られます。投資家
が関連分野でのソーシャル・インパクトやビジネスリス
クへの関心を示す中で、公正な移行はこのエンゲージメ
ントでも重要なトピックとして浮上しています。公正な
移行でグッドプラクティスを確立すれば、企業が借入資
本や自己資本を充実させ、投資家の期待に沿うことで、
株主の敵対的なアクションを防ぐことにも役立ちます。

企業のESG慣行やインパクトに対する投資家の関心の
高まりは、金融規制当局のほか、国際サステナビリティ
基準審議会（ISSB）や、GRI基準を設定したグローバル・
サステナビリティ基準審議会（GSSB）など、独立の基
準設定機関によって策定されたサステナビリティ報告枠
組みにも反映されています。特に人権や人的資本管理
が気候関連の情報開示とともに、重要な開示項目として
浮上する中で、公正な移行は、企業がリスクとインパク
トに関する報告環境における投資家の重要な懸念をい
くつか特定、管理することに役立つ可能性もあります。

国連グローバル・コンパクト会員企業は、労働者の権
利や人権、環境のサステナビリティを含め、公正な移
行関連の重要な次元について報告するためのプラット
フォームとして、コミュニケーション・オン・プログ
レスを活用することもできます。

経済全体の公正な移行のサポートは
システミック・リスクを軽減
充実した企業慣行を通じた直接的なものや、より幅広
く社会対話や政治的アドボカシー、パートナーシップ
を通じたものを含め、民間セクターによる公正な移行
への支援は、経済の成長と発展に寄与します。これに
よって、経済、不平等、貧困に関連するシステミック・
リスクが軽減されます15。また、公正な移行はネット・
ゼロへのスピーディーな移行を容易にすることによ
り、経済の安定と成長、グローバルな安全保障と公衆
衛生を含め、気候変動それ自体により生じるシステ
ミック・リスクも軽減します。

公正な移行をビジネスの
現実とするために
規模の大小に関係なく、企業は公正で持続可能な世界
をつくるという共有の志を実現するうえで、なくては
ならない変化をもたらす主体です。ネット・ゼロへの
移行による構造変革は、正義や人権、公平性、そして
サステナビリティを私たちの経済と社会の核心に据え
られる100年に1度の機会です。気候変動対策のチャ
ンスを掴み、その課題を管理できるかどうかは、民間
セクターのアクションと支援にかかっています。

公正な移行の原則は、これを現実のものとするために
価値のある指針を企業に提供しています。この解説書
では、あらゆる企業が起こせる優先的アクションの概
要を示すとともに、公正な移行の原則を適用できる行
動領域をいくつか明らかにしました。しかし、普遍的
な青写真といえるものはありません。よって、その第
一歩は、それぞれの企業が自社のインパクトや影響力
を勘案しながら、独自の道のりを描くことから始まり
ます。それは、内部の能力を開発し、重要なタッチポ
イントを把握し、優先課題を明らかにすることに他な
りません。公正な移行は、企業にとってのビジネスチャ
ンスであり、私たちの社会にとっての優先課題であり、
地球にとっての必要性でもあるのです。

14.��国連 PRI、ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス・アンド・ポリティカル・サイエンスのグランサム気候変動・環境研究所およびハーバード大学の「責任ある投資イ
ニシアチブ」が共同で策定。

15.��World�Economic�Forum,�GLOBAL RISKS REPORT 2022.
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https://www.unpri.org/research/climate-change-and-the-just-transition-a-guide-for-investor-action/3202.article
https://www.gfanzero.com/
https://assets.bbhub.io/company/sites/63/2023/10/Guidance-on-Use-of-Sectoral-Pathways-for-Financial-Institutions-Japanese.pdf
https://www.weforum.org/reports/global-risks-report-2022/


この解説書で用いられている 
重要用語集

Bipartite
（労使二者間）

労働者と使用者の代表が関与すること

Climate	justice
（気候正義）

気候正義とは、気候変動の恩恵と負担が不平等に分配されており、気候変動の最
悪の影響を受ける人々の中には、その原因に最も寄与していない人々も多いとい
う事実に取り組む理念とムーブメントを指します。よって、気候正義では、気候変
動への対応でグローバルサウスと先進国が担うべき役割と責任をはっきりさせる
ことを重視します。気候正義は、社会的正義と環境のサステナビリティを統合す
るという理想を公正な移行と共有しています。気候正義を訴える組織は、公正な
移行の強い味方になりうると同時に、その重要プロセスのいくつかについて、貴重
な知見を提供します。

気候正義の原則は国際的な性質を持ちますが、これを訴える組織は、ローカルな
文脈で活動する草の根運動を代表する傾向にあります。対照的に、ILO公正な移行
ガイドラインは、幅広く多様なステークホルダーが国際的に合意した目的や指導
原則の枠組みとなっています。公正な移行の原則は、地域や経済部門に関係なく
適用されるべきもので、パリ協定をはじめとする国際条約でも認識されています。

Collective	bargaining
（団体交渉）

組織化された労働者団体による賃金その他の雇用条件に関する交渉

Decent	work
（ディーセント・ワーク）

ディーセント・ワークは、生産的な完全雇用、労働における権利、社会対話、社
会的保護の4本柱からなっています。

Environmental	justice
（環境正義）

環境正義とは、社会から隔絶された貧困コミュニティが資源抽出、有害廃棄物そ
の他の土地利用関連の危害に不当に多くさらされていることに取り組む理念と
ムーブメントを指します。環境正義は、社会的正義と環境のサステナビリティを統
合するという理想を公正な移行と共有しています。気候正義を訴える組織は、公
正な移行の強い味方になりうると同時に、その重要プロセスのいくつかについて、
貴重な知見を提供します。一例として、民主的組織に関するヘメス原則をご覧く
ださい。

環境正義を訴える組織は、ローカルな文脈で活動する草の根運動を代表する傾向
にあります。対照的に、公正な移行は、幅広く多様なステークホルダーが国際的
に合意した諸条件の枠組みとなっており、地域や経済部門に関係なく適用される
べきものであるとともに、パリ協定をはじめとする国際条約でも認識されています。
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https://www.ejnet.org/ej/jemez.pdf


Freedom	of	
association
（結社の自由）

結社の自由とは、労働組合やビジネス団体など、交渉や政策立案で自身の利益を
代表するものを含め、組織を結成したり、これに加入したりする権利を指します。
世界人権宣言（UDHR）では、結社の自由が基本的人権とされています。また、
労働者が使用者との間で有意義な議論や交渉をすることを可能にするのは、その
集団的な発言力であるという理由から、結社の自由は団体交渉権とも密接に結び
ついています。

Guiding	Principles	
of	Just	Transition
（公正な移行の指導原則）

ILOガイドラインにある公正な移行の指導原則は、下記に掲げるとおりです。これ
らの原則は公共政策との関連で策定されましたが、企業をはじめ、他のアクター
にも該当します。「(a) 持続可能性の目標と道筋について、社会的に強く合意する
ことが大前提です。社会対話は、あらゆるレベルにおける、政策の立案と実施の
ための制度的枠組みの、不可欠な部分でなければなりません。すべての重要なス
テークホルダーに対して、十分な情報に基づいた継続的な協議が行われなければ
なりません。(b) 政策は、仕事における基本的な原則と権利を尊重し、促進し、実
現するものでなければなりません。(c) 政策やプログラムは、様々な環境に関わる
課題や機会において、ジェンダーの側面を強く考慮する必要があります。公平な
結果を促進するために、個別のジェンダー政策を考慮する必要があります。(d) 経
済や、環境、社会、教育・訓練、労働の各分野における、一貫した政策によって、
企業・労働者・投資家・消費者が、環境的に持続可能で包摂的な経済・社会への
移行を受け容れ、推進できる環境を提供する必要があります。(e) また、これらの
一貫した政策は、より多くのディーセント・ジョブの創出を促進するために、すべ
ての人々のための公正な移行の枠組みを提供する必要があります。これに適うも
のとしては、雇用への影響の予測や、失業や転居に対する持続可能で適切な社会
的保護、技能開発、そして団結権や団体交渉権の効果的な行使を含む社会対話が
含まれます。(f) どこにでも適用可能な解決策はありません。各国の発展段階や、
経済部門、企業の種類や規模など、それぞれの状況に合わせて、政策やプログラ
ムを策定する必要があります。(g) 持続可能な開発戦略の実施においては、各国の
国際協力を促進することが重要です。この文脈で、私たちは、国連持続可能開発
会議（リオ＋20）の成果文書を、実施方法に関する第六節を含めて、思い起こし
ます」

Human	rights
（人権）

人権とは、人種や性別、国籍、民族、言語、宗教その他いかなる地位にも関係なく、
すべての人に固有の権利を指します。人権には、生存と自由の権利、奴隷制と拷
問からの自由、言論と表現の自由、労働権、教育を受ける権利など、多くの権利
が含まれます。これらの権利は誰にでも差別なく備わっています。国連総会が
1948年に採択した世界人権宣言は、普遍的に保護すべき基本的人権を定めていま
す。世界人権宣言は世界的、地域的レベルで恒久的に適用される70以上の人権条
約採択のきっかけを作りました。
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https://www.unic.or.jp/activities/humanrights/document/bill_of_rights/universal_declaration/


International	
Labour	
Organization
（国際労働機関）

国際労働機関（ILO）は、国連で労働問題を所掌する機関です。国際労働基準を定
め、労働における権利を推進するとともに、やりがいのある人間らしい雇用機会の
創出、社会的保護の拡充、労働関連問題に関する対話の強化を働きかけています。
ILOは、政府と労使の代表が参集するという独自の構造を備えています。ILOは
187か国が加盟する、国連で最も古い機関の一つです。詳しくはILOのリーフレッ
トをご覧ください。

Just	transition
（公正な移行）

公正な移行とは、気候変動対策の社会的、経済的な機会を最大限に増やしながら、
その課題を慎重に管理することを指します。公正な移行は、持続可能な開発に根
差し、環境戦略を活用しながら、ディーセント・ワークの進展と社会的包摂の促進、
貧困の根絶を図ります。そのためには、（場合により政府を交えた企業と労働者の
代表間の）社会対話に基づく公正なプロセス、関係コミュニティを含め、影響を
受けるあらゆる集団間のステークホルダー・エンゲージメント、および、基本的な
労働者の権利とその他の人権の普遍的な尊重が必要です。公正な移行は（エネル
ギーだけでなく）あらゆる経済部門、あらゆる地域、あらゆる国に関係するホリス
ティックなアプローチです。

Living	wage
（生活賃金）

労働者が住宅、食料、医療その他の必需品を含む基本的ニーズを充足するために
必要な賃金。生活賃金は現地の生活費に応じ、地域ごとに違いがあるほか、法定
の最低賃金を上回ることが多くあります。生活賃金は、労働者が貧困に陥るのを
防ぎます。

Policy	framework	
of	the	ILO	Guidelines
（ILOガイドライン
 政策枠組み）

ILO公正な移行ガイドラインの政策枠組みは、マクロ経済・成長政策、産業政策お
よび産業部門別政策、企業政策、技能開発、職業上の安全と健康、社会的保護政策、
積極的労働市場政策、権利に関する政策、社会対話と政労使三者構成に関する政
策という、9つの重要政策分野を取り上げています。また、政策の一貫性を確保す
る必要性を含め、公正な移行の課題に取り組むために必要な制度的取り決めの概
要も示しています。

Responsible	
business	conduct
（責任ある企業行動）

責任ある企業行動とは、あらゆる企業がその事業活動による負のインパクトを避
け、これに対処しつつ、事業活動地国の持続可能な開発に貢献するという期待と、
これに関連する行動基準を指します。国内法規へのコンプライアンス以上のもの
を企業に期待することに加え、責任ある企業行動は国連グローバル・コンパクト
10原則、国連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP）、ILO多国籍企業及び社
会政策に関する原則の三者宣言、（多国籍企業宣言）、OECD多国籍企業行動指針

（OECDガイドライン）および子どもの権利とビジネス原則など、国際的に広く認
められた基準にも定められています。
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https://www.ilo.org/ja/regions-and-countries/asia-and-pacific/ri-ben
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---dgreports/---dcomm/documents/publication/wcms_374809.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---dgreports/---dcomm/documents/publication/wcms_374809.pdf
https://www.ungcjn.org/gcnj/principles.html
https://www.ungcjn.org/gcnj/principles.html
https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_session/3404/
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_577671.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_577671.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/csr/pdfs/takoku_ho.pdf
https://www.ungcjn.org/common/frame/plugins/fileUD/download.php?type=contents_files&p=elements_file_1369.pdf&token=fd7e8de578374f14b58997086fb23899e85e0be8&t=20231231091957


Rights	at	work
（労働における権利）

労働における基本的原則および権利には、結社の自由および団体交渉権の効果的
な承認、あらゆる形態の強制労働の禁止、児童労働の実効的な廃止、雇用および
労働における差別の排除、安全で健康的な労働環境が含まれます。安全で健康な
労働環境の権利は、2022年6月、「労働における基本的原則及び権利に関する
ILO宣言」に追加されました。

Social	dialogue
（社会対話）

社会対話には、政労使または労使の代表間の経済・社会政策関連の共通関心事項
に関するあらゆる種類の交渉、協議または情報共有が含まれます。社会対話は、
社会的・経済的目標を達成するための手段であると同時に、人々にその社会と職
場における発言力と利害関係を付与するという理由から、それ自体が目的にもなり
ます。社会対話は労使（社会的パートナー）間で行われることも、政府を加えて
政労使間で行われることもあります。社会対話は、政策措置の設計を改善し、そ
の効果的な実施に貢献できるほか、結果の質を高められる可能性もあります。詳
しくはILOの社会対話をご覧ください。一部の法域では、社会対話が企業再建を
行う際の必要条件となっています。

Social	inclusion
（社会的包摂）

社会的包摂とは人々、特に恵まれない立場にある人々の社会参加の条件を改善す
ることを指しますが、そのためには機会やリソースへのアクセス、その発言力、人
権の尊重を強化する必要があります。

Social	partners
（社会的パートナー）

労働組合などの労働者団体と使用者団体を指します。

Social	protection
（社会的保護）

社会的保護は社会保障とも呼ばれ、生涯を通じて貧困と脆弱性を削減、防止する
ことを目指す一連の政策やプログラムを指します。社会的保護の主要分野は、子
ども・家族手当、母性保護、失業手当、労災手当、疾病手当、医療保障、老齢年金、
障害者手当、遺族給付の9つです。

Transition	in
（積極的移行）

グリーン企業、産業およびテクノロジーの成長

Transition	out
（廃止・抑制）

GHGを大量に排出する産業における急激な脱炭素化

Tripartite
（政労使三者間）

労働者、使用者および政府の代表が関与すること

S
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https://www.ilo.org/sites/default/files/wcmsp5/groups/public/@ed_norm/@declaration/documents/normativeinstrument/wcms_716594.pdf
https://www.social-protection.org/gimi/ShowTheme.action?id=20


リソースガイド
1.  主な枠組み：基盤の整備

公正な移行のビジョン、重要な機会と課題、指導原則
は、国際的な政労使三者間のコンセンサスにより
2015年に採択された国際労働機関の「公正な移行の
ためのガイドライン－すべての人々にとって環境的に
持続可能な 経済・社会を目指して」（ILOガイドライン）
に定められています。ILOガイドラインは、政府と社
会的パートナーに政策枠組みと、この枠組みをいかに
策定、実施、モニターするかに関する実践的ガイダン
スを提供しています。公正な移行は現在、持続可能な
開発のための2030アジェンダ（グローバル・ゴール
ズ）に定められている持続可能な開発への統合型アプ
ローチを体現するものです。同様に、パリ協定は、気
候変動対策を貧困の根絶や持続可能な開発と関連づ
け、「自国が定める開発の優先事項に基づいた、労働
力の公正な移動並びに適切な仕事及び質の高い仕事の
創出が必要不可欠である」ことを認識しています。

企業による公正な移行へのサポートは、責任ある企業
行動と、労働者の権利を含む人権の尊重を基盤とする
ところから始まります。この基盤は、国連グローバル・
コンパクト10原則、ILO多国籍企業及び社会政策に
関する原則の三者宣言（多国籍企業宣言）、国連ビジ
ネスと人権に関する指導原則（UNGP）およびOECD
多国籍企業行動指針（OECDガイドライン）に定めら
れています。

2.  一般的なリソース：全体像の把握

「ILO世界の雇用及び社会の見通し2018年版－仕事で
グリーン化」は、全世界の公正な移行に向けた大枠の
骨組みとして、ディーセント・ワーク、グリーン・ジョ
ブとグリーン企業、社会対話、労働基準、社会的保護、
グリーン・スキルなど、環境のサステナビリティと仕
事の世界との結びつきに関する知見を提供していま
す。この調査はさらに、ILOのグリーン・ジョブ関連
刊行物という形で、セクター別、地域別、トピック別
の豊富なデータベースへと発展を遂げています。

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の関連で採択さ
れたCOP26公正な移行宣言は、公正な移行を国際的
にサポートしてゆくための重要優先課題の概要を示し
ています。また、公正な移行に関連するUNFCCCの

活動を概観する「労働力の公正な移行およびディーセ
ント・ワークと質の高い仕事の創出：テクニカルペー
パー」は、公正な移行と、気候変動緩和政策・対策と
の間の結びつきに関する知見を提供しています。

150の各国使用者団体と5,000万社の企業を代表する
国際使用者連盟（IOE）が発行したガイダンスノート「移
行の達成：気候変動と雇用」（ポリシーペーパーとして
も発表）は、気候変動の文脈における社会・雇用政策
の課題と機会について詳述しています。「雇用、公正
な移行および気候ガバナンスに関するガイダンスペー
パー」は、COP26やグラスゴー気候合意など、使用
者に影響するさらに最近の動向を取りまとめていま
す。ガイダンスペーパーはまた、使用者団体が関連の
問題でそのメンバーを支援できる方法に関する指針も
提供しています。

国際労働組合総連合（ITUC）は、332の国内加盟団
体といくつかの地域機関などを通じ、163か国の労働
者2億人を代表しています。ITUCの公正な移行セン
ターが作成した「公正な移行：OECDへの報告書」は、
公正な移行の重要なコンセプトと原則の概要を示した
うえで、これが企業、国、コミュニティ、投資家のレ
ベルでどのように適用されるのかに関する事例を紹介
しています。

We�Mean�Business�Coalitionが発表した調査報告
書「経費の削減と雇用の創出」は、クリーンエネルギー
を活用したネット・ゼロへの移行を加速する政策を政
府が採用すれば、将来的な光熱費を削減し、雇用を創
出しながら、先進国、途上国双方のGDP成長を維持
できることを実証しています。

3.  主要トピック：諸相の理解

ジェンダー
ILOのテクニカルペーパー「公正な移行：ジェンダーの
平等と社会的正義の達成に欠かせない道筋」は、仕事
の世界でジェンダーに配慮した気候変動対策を確保す
るうえで、公正な移行がいかに基本的に重要かを略述
しています。そして、気候変動と緩和・適応活動による
インパクトのジェンダー的次元を明らかにしたうえで、
政策の道筋とベストプラクティスを特定しています。
公正な移行センターのサマンサ・スミスがUNウィメ
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ンの委託を受けて作成した専門家報告書「公正な移行
とジェンダーの再検討」は、公正な移行のジェンダー
的側面と、気候緊急事態への効果的対応におけるその
死活的重要性を労働運動の視点から捉えたものです。

スキル
ILOの報告書「さらに環境にやさしい未来のためのス
キル：グローバルな視点」は、32か国での調査に基づき、
ネット・ゼロへの移行がスキルと、グリーン・スキル
の開発に必要な政策に及ぼす効果をグローバルに捉え
ています。

社会対話
ITUCの「社会対話の2030アジェンダへの貢献」は、
ケーススタディやベストプラクティスを含め、グロー
バル・ゴールズの達成に向けた社会対話の重要性を取
り上げています。Global�Dealの「社会対話のビジネ
スケース」は、この報告書を敷衍したものです。

ILOが発行している「各国政労使三者間の社会対話」
に関する手引書は、企業が国内レベルで政府や労働者
団体との対話を図る際に参考となります。ILOのワー
キングペーパー「公正な移行の促進における政労使三
者間の社会対話の役割：主要国の事例」は、環境にや
さしい職場を支援し、企業レベルで公正な移行を促進
する際に政労使三者間の社会対話が果たす役割を分析
しています。グローバル・サプライチェーンにおける
国境を越えた社会対話は特に大きな課題となります
が、この問題については、ILOの「クロスボーダーの
社会対話に関する専門家会合における検討用報告書」
と同会合の最終的結論で取り上げられています。

ILOの報告書「グローバルな枠組み合意：グローバル・
サプライチェーンにおけるディーセント・ワークの達
成」は、多国籍企業とグローバルな労組連盟の間で締
結されたこれら合意が、グローバル・サプライチェー
ンにおけるディーセント・ワークをどのように前進さ
せているかをさらに詳しく示しています。

ILOの「社会対話報告書2022年版：包摂的で持続可
能かつレジリエントな復興に向けた団体交渉」は、こ
の旗艦報告書の第1弾として、雇用と所得に対するコ
ロナ禍のインパクトの軽減に団体交渉が果たす役割を
重点的に取り扱っています。

社会的保護
ITUCの報告書は「公正な移行における社会保障の役
割」を取り上げています。

仕事の質
ITUCからの寄稿を受けて世界資源研究所が作成した
「グリーン・ジョブの利点：気候に優しい投資のほうが
雇用創出に役立つ理由」は、持続可能な投資が従来型
の投資よりも多く雇用を創出するというエビデンスを
提示するとともに、新規の雇用を質の高い仕事とする
ための措置の概要を示しています。労働力・組織研究
センターによる「仕事の質マップ」と関連の調査は、
業績の特定側面に貢献する仕事の質の属性に関する知
見とエビデンスを提供しています。

国連グローバル・コンパクトは、持続可能な開発との
関係、ビジネスケース、アクションの可能性を含め、
生活賃金に関する包括的なリソースを提供しています。

貧困の根絶
国連人権高等弁務官事務所による「経済復興における

『公正な移行』：プラネタリー・バウンダリー内におけ
る貧困の根絶」は、公正な移行で貧困層の人権を強化
できる可能性を取り扱っています。

若者と子ども
若い女性と男性は、気候変動の仕事の世界へのインパ
クトの影響を特に受けやすくなっています。同時に、若
者は社会と環境のサステナビリティに資する仕事に就
きたいという想いも強く持っています。グリーン経済で
必要とされる新たなスキルも比較的簡単に獲得できま
す。こうした力学と関連の機会は「若者のためのグリー
ン・ジョブ」報告書やILOの報告書「若者のためのグリー
ン・ジョブとグリーンな未来」にまとめられています。
若者に機会を作り出すためには、グリーン企業が成長
できる環境を整備しなければなりませんが、この点は
報告書「グローイング・グリーン：若者のためのグリー
ン起業エコシステムの整備」で論じられています。

子どもは、気候変動により命を落としたり、損害を受
けたりするおそれが圧倒的に高くなっています。異常
気象に耐える能力も低いほか、有毒化学物質や気温の
変化、疾病による影響を受けることも多くあります。
仮に生き延びられたとしても、その影響は一生続き、
不平等や貧困が数世代にわたって続くだけでなく、さ
らに深刻化することにもなります。国連児童基金
（UNICEF）によると、地球上のほとんどの子どもが
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現在、何らかの気候・環境ショックやストレスにさら
されており、およそ10億人の子どもが「極めて高い
リスク」に直面していると見られます。さらに詳しく
は報告書「子どもと若者のための気候変動・環境政策
の策定を子どもや若者とともに」および「気候危機は
子どもの権利の危機」をご覧ください。

人権
人権とビジネス研究所による「すべての人のための公
正な移行：ビジネス、人権と気候変動対策」は、公正
な移行と人権との間の重要な結びつきについて述べる
とともに、企業が人権のグッドプラクティスを活用し、
どのように公正な移行をサポートできるかに関するガ
イダンスを提供しています。

「先住民族と気候変動：ディーセント・ワークを通じて
被害者から変革をもたらす主体へ」は、持続可能な開
発と気候変動対策のパートナーとして先住民族の女性
と男性のエンパワーメントを図るうえでのディーセン
ト・ワークの重要性を概説しています。

4.  企業向けガイダンス：行動

戦略
公正な移行センターとThe�B�Teamによる「公正な移
行：ビジネスガイド」は、公正な移行におけるビジネ
ス行動の概要を示す基本的なリソースで、ビジネスケー
スの解説のほか、エンゲージメント、計画、行動の3
つのステップに分けた提言も盛り込んでいます。包摂
的資本主義協議会による「公正なエネルギー移行：企
業行動の枠組み」は、公正な移行をサポートする企業
慣行を取り扱ったビジネス重視型の手引書です。GRI、
国連グローバル・コンパクト、持続可能な開発のため
の世界経済人会議による「SDG Compass：SDGsの
企業行動指針」は企業に対し、戦略の整合やインパク
トの測定・管理など、グローバル・ゴールズに対する
自社の貢献に関するガイダンスを提供しています。

デュー・ディリジェンスとリスク／インパクト評価
国連ビジネスと人権に関する指導原則は、人権に関す
るベストプラクティスを定めていますが、その中には
人権デュー・ディリジェンスを含め、サプライチェー
ンに適用される幅広い慣行も含まれています。「子ど
もの権利とビジネス原則」は、職場やマーケットプレ
イス、コミュニティで子どもの権利を尊重、サポート
するために企業が取れる幅広いアクションに関するガ
イダンスを提供する文書です。国際金融公社（世界銀
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行グループの一員）は、環境的・社会的リスク評価の
指針となる枠組みとして、ステークホルダー・エンゲー
ジメントやプロジェクト関連の情報開示に関するガイ
ダンスを盛り込んだ「環境と社会の持続可能性に関す
るパフォーマンス基準（IFCパフォーマンススタンダー
ド）」を策定しました。IFCパフォーマンススタンダー
ドはしばしば、その専門的参考書の役割を果たす「世
界銀行グループ環境・健康・安全ガイドライン」（EHS
ガイドライン）」と併用されています。

サプライチェーンと調達
国連グローバル・コンパクトの「サプライチェーンに
おける公正な移行（JUST TRANSITION IN SUPPLY 
CHAINS: A BUSINESS BRIEF）」は、公正な移行の概
念を移行計画やリスク管理戦略の中心に据え、サプラ
イチェーン全体の管理における重要な柱とすること
で、企業の適切な気候変動リスク管理に役立ちます。

国連グローバル・コンパクトが提供する「持続可能な
調達のためのディーセント・ワーク・ツールキット」
には、ディーセント・ワークの重要性を理解し、ディー
セント・ワークの意義をサプライヤーに発信し、自社
のプロセスにディーセント・ワークを埋め込むための
ツールが盛り込まれています。生活賃金に関する国連
グローバル・コンパクトの活動（セクション3を参照）
では、サプライチェーン全体でいかに生活賃金を達成
できるかという問題にも取り組んでいます。

Salesforceとパートナーが作成した「1メガワットを
超えて：再生可能エネルギー調達プロセスへの社会的・
環境的インパクトの埋め込み」は、再生可能エネルギー
の調達に社会と環境へのインパクトを埋め込むための
手引書です。同様に、Ceresの「クリーンエネルギー
の公正、持続可能かつ公平な開発のための実践」も、
関連のベストプラクティスを簡単に紹介しています。
国際金属・鉱業評議会（ICMM）は、採掘活動による
地域社会への恩恵を最大限に高めるとともに、負のイ
ンパクトがある場合、これを管理することなどにより、
業界がグローバル・ゴールズとパリ協定をサポートで
きるよう、鉱業原則を策定しました。

中小企業（SMEs）向け
中小企業を特定的に対象とし、その具体的な課題を取
り上げたり、協調を支援したりするリソースも数多く
作成されています。中小企業気候ハブは、中小企業が
気候変動対策を取り、将来に向けて強靭なビジネスを
構築できるようエンパワーメントを図るグローバルな

取り組みです。気候ハブはClimate�Fitをはじめ、い
くつかの教育、測定および報告用ツールへのアクセス
を提供しています。

Climate Fitは、中小企業が排出量を削減し、人とコ
ミュニティにまつわるトレーニングを統合できるよう
支援する研修コースです。気候ハブはまた、中小企業
が金融機関や大企業、公共／開発機関からの資金援助
を受けられるよう支援する「金融支援ガイド」も提供
しています。B�Labsの「Bインパクト・アセスメント」
は、環境やコミュニティ、顧客、サプライヤー、従業
員および株主に対するインパクトを測定、管理、改善
するためのツールを中小企業に提供しています。

ILOの「持続可能な企業活動のための事業環境整備プロ
グラム」は、中小企業をはじめとする企業を含むステー
クホルダーが、ビジネス環境に対する重大な制約を明
らかにできるよう支援することを目的としています。こ
のプログラムのねらいは、共有の政策提言を作成し、効
果的な政策の採用を支援し、起業家の成長力を発揮さ
せるための政労使三者間対話を促進することにもありま
す。プログラムは2007年ILO総会の「持続可能な企業
の促進に関する結論」をベースに、持続可能な企業発
展のための環境整備に係る17の柱を掲げています。

国連グローバル・コンパクトの「中小企業エンゲージ
メント戦略：2021-2023」は、サステナビリティへの
中小企業の有意義なエンゲージメントを加速、拡大す
るための戦略とビジョンを定めています。

測定、報告、コミュニケーション
企業はその全般的戦略またはビジョンの一環として公
正な移行に向けた意欲を伝えたり、その目的で既存の
プラットフォームを活用したりできます。具体例とし
ては、The�B�Teamとの協力で作成された国連事務総
長の「公正な移行のためのビジネス誓約」や、包摂的
資本主義協議会の公正な移行コミットメント・データ
ベースなどが挙げられるでしょう。

公正な移行に関連する問題への取り組みの進捗状況の
測定と報告をサポートできる主なリポーティング枠組
みとしては、社会と環境に対するインパクトの報告基
準であるGRI基準や、労働慣行の報告枠組みである労
働情報開示イニシアチブ、さらには財務上マテリアル
なサステナビリティ要因の特定と報告をサポートする
SASB基準が挙げられます。SASB基準は、国際サステ
ナビリティ基準審議会が現在策定中の ISSB基準の基盤
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の役割を果たすことになります。加えて、グローバル・
インパクト投資ネットワークの IRIS+システムは、社
会や環境へのインパクトの測定と管理をサポートして
います。ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス・
アンド・ポリティカル・サイエンスのグランサム気候
変動・環境研究所が発行している「大粒から小粒へ：
公正な移行に向けた意欲を投資家の行動へ」は、その
付録の36~38頁で、公正な移行の重要側面を特定し、
これを既存の報告基準と照合しています。また、
Synergyが南アフリカのNGO「貿易・産業政策戦略」
（TIPS）の委託を受けて策定した「公正な移行への投
資家向け社会指標の初期枠組み」でも、国連SDGsや
IRIS+指標との照合が行われています（23~24頁）。

国連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP）にも
独自の報告フレームワークがあります。（GRI基準も最
近、UNGPとの整合性を高めるために改定されまし
た。）不平等関連財務情報開示タスクフォースは、社
会的不平等に対するビジネスの寄与度の測定と報告を
支援するために策定中の枠組みです。

5.  企業の評価： 
ステークホルダーの関心の理解

企業報告に関する基準を補完するものとして、公正な
移行への企業の貢献を評価するための枠組みも多く用
いられています。その中には、企業が公に報告してい
るデータに依存するものも多くあります。具体的には、
排出量の多いセクターで用いられているワールド・ベ
ンチマーキング・アライアンス（WBA）の公正な移
行アセスメントや、WBA加入企業全体（世界で最も
影響力の大きい2,000社）で用いられるソーシャル・
トランスフォーメーション・フレームワークが挙げら
れます。WBAの手法は誰でも利用できるため、投資
家やその他のステークホルダーはこれを使って、加入
企業以外の評価も行えるようになっています。
Climate�Action�100+の公正な移行指標も、一般に
入手できる情報を用いて、世界で最も排出量が多い企
業の公正な移行に向けた実践を評価しています。再生
可能エネルギーと人権ベンチマークは、一般に入手で
きる情報を用いて、世界最大の再生可能エネルギー企
業をその人権慣行という点でランク付けしています。
WBAの企業人権ベンチマークは、企業の人権慣行を
比較するための指標です。このベンチマークも主とし
て一般に入手できる情報を用いていますが、外部の
データソースも分析し、人権侵害の疑いに対する企業
の対応を評価しています。ShareActionの報告書

「2021年の労働情報開示：トレンドとインサイト」は、
労働情報開示イニシアチブを通じて開示されたデータ
を用いて、全報告企業から得られた主な動向と知見を
検討しています。ShareActionはまた、その報告書「銀
行による低炭素社会に向けた取り組み第2回調査」向
けに、公正な移行に関する問題を含め、欧州最大の銀
行20行の気候変動への対応を検討しました。ESGデー
タを提供しているMoody’s�ESG�Solutionsは、その
調査やソートリーダーシップ、サービスで公正な移行
を取り扱っています。また、2021年の報告書「公正
な移行への関心の集中で、最大のエクスポージャーを
抱える企業のリスクは増大」では、公正な移行とビジ
ネスリスクとの関係を取り上げ、企業の慣行に見られ
る重要なギャップを明らかにしています。この報告書
は、ネット・ゼロへの移行により最大の影響を受ける
セクターの企業の評価をベースに、公正な移行に関連
する7つの指標を用いています。

6.  金融／投資：投資家とのすり合わせと 
インパクト重視の投資

金融セクターが取るべき道筋
金融セクターは、ネット・ゼロへの移行を先導する役
割を演じます。近年は、排出量削減に向けたホリス
ティックなアプローチの必要性を認識し、ネット・ゼ
ロへのコミットメントを行った多くの金融機関と投資
家が、その方針や戦略に公正な移行の原則を取り入れ
るようになりました。このことは、多くのターゲット
を絞ったイニシアチブや、重要なグローバル枠組みに
も反映されています。例えば、脱炭素を約束する金融
機関のグローバルな連合であるグラスゴー金融同盟 16

（GFANZ）は、その金融・企業部門向けガイダンスに
公正な移行原則を取り込み始めました。GFANZは
2021年11月の進捗状況報告書で、企業の移行計画に
係るベストプラクティスの一環として、脱炭素戦略が
公正な移行をどのようにサポートするのかについて、
企業の情報開示を提言しました（60~61頁）。また、
金融機関に対しては、公正な移行の原則とグローバル・
ゴールズをそれぞれのネット・ゼロ移行計画（71頁）、
ターゲット（73頁）および政策提言（17頁）に取り
込むよう提言しています。さらに、G20各国政府に向
けた行動要請では、公正な移行を効果的な気候変動対
策の最重要要因の一つに据えています。

2022年6月、GFANZは金融機関向けに、ネット・
ゼロを達成するための信頼できる志の高い戦略をどの
ように策定、実施できるかに関するガイダンス案を発

16.��GFANZは銀行、アセットマネジャー、アセットオーナー、保険、金融サービス会社およびコンサルタントのアライアンスと、パリ協定に整合したポートフォリオ構築
を支援する投資家のイニシアチブ（PAII）で構成されています。 公正な移行の基礎知識   |  27

https://iris.thegiin.org/introduction/?gclid=CjwKCAjwk_WVBhBZEiwAUHQCmQGC8kVpFmLrJvW31SFk3rW_Mm0gU4rhbibbEFI5Wsw3wrWOwRNWcxoCkLEQAvD_BwE
https://www.lse.ac.uk/granthaminstitute/wp-content/uploads/2021/07/From-the-Grand-to-the-Granular_translating-just-transition-ambitions-into-investor-action.pdf
https://www.lse.ac.uk/granthaminstitute/wp-content/uploads/2021/07/From-the-Grand-to-the-Granular_translating-just-transition-ambitions-into-investor-action.pdf
https://www.tips.org.za/images/Initial_framework_of_social_indicators_for_investments_in_a_Just_Transition_Synergy.pdf
https://www.tips.org.za/images/Initial_framework_of_social_indicators_for_investments_in_a_Just_Transition_Synergy.pdf
https://www.ungpreporting.org/wp-content/uploads/2017/06/UNGPReportingFramework-Japanese-June2017.pdf
https://thetifd.org/
https://www.worldbenchmarkingalliance.org/research/assessing-a-just-transition-measuring-the-decarbonisation-and-energy-transformation-that-leaves-no-one-behind/
https://www.worldbenchmarkingalliance.org/research/assessing-a-just-transition-measuring-the-decarbonisation-and-energy-transformation-that-leaves-no-one-behind/
https://www.worldbenchmarkingalliance.org/research/social-transformation-framework/
https://www.worldbenchmarkingalliance.org/research/social-transformation-framework/
https://www.climateaction100.org/wp-content/uploads/2021/10/Climate-Action-100-v1.1-Benchmark-Indicators-Oct21.pdf
https://www.business-humanrights.org/en/from-us/briefings/renewable-energy-human-rights-benchmark/
https://www.business-humanrights.org/en/from-us/briefings/renewable-energy-human-rights-benchmark/
https://www.worldbenchmarkingalliance.org/corporate-human-rights-benchmark/
https://shareaction.org/reports/workforce-disclosure-in-2021-trends-and-insights
https://shareaction.org/reports/banking-on-a-low-carbon-future-ii
https://shareaction.org/reports/banking-on-a-low-carbon-future-ii
https://assets.website-files.com/5df9172583d7eec04960799a/61b1ecee7929380a0fdba25b_BX10329_MCO-ESG%20Solutions_Just%20Transition-DEC2021.pdf
https://assets.website-files.com/5df9172583d7eec04960799a/61b1ecee7929380a0fdba25b_BX10329_MCO-ESG%20Solutions_Just%20Transition-DEC2021.pdf
https://assets.website-files.com/5df9172583d7eec04960799a/61b1ecee7929380a0fdba25b_BX10329_MCO-ESG%20Solutions_Just%20Transition-DEC2021.pdf
https://www.gfanzero.com/
https://assets.bbhub.io/company/sites/63/2021/11/GFANZ-Progress-Report.pdf
https://assets.bbhub.io/company/sites/63/2021/10/GFANZ-call-to-action.pdf
https://www.gfanzero.com/publications/


表しました。（重点的な対象は金融機関ではあるもの
の、その共通枠組みには、企業や規制当局、政府その
他のステークホルダーにも明確で一貫性のある有用な
情報を提供するねらいがあります。）共通枠組みには、
ネット・ゼロへの公正な移行の一環として、多排出資
産のマネージド・フェーズアウトのための提言とガイ
ダンスも盛り込まれています。

2022年5月のG20�サステナブルファイナンス作業部
会向けにILOが作成した「公正な移行の財源確保とト
ランジション・ファイナンスの役割」は、公正な移行
と持続可能な開発の目標と金融セクターの方向性整合
に向けたガイダンスを提供しています。この報告書は、
金融方針決定で配慮すべき社会的要素と雇用関連の要
素を特定し、金融市場インフラの構成要素のうち、強
化が可能なものを明らかにするとともに、こうした構
成要素を新興の移行ファイナンス枠組みの諸要素と関
連づけています。

投資家と銀行関連のイニシアチブ
公正な移行は、投資家にとっての懸案事項として浮上
し、投資戦略やコーポレート・エンゲージメント、資
本配分決定、政策提言とパートナーシップ、学習と協
調を含め、幅広い活動で勘案されるようになっていま
す。これについては、国連PRIの「気候変動に関する
公正な移行を支援する投資コミットメント声明」と、
これに付随する「気候変動と公正な移行：投資家行動
のためのガイド」に略述されています。

銀行セクターも、公正な移行に関する活動を活発化さ
せています。「公正な移行と銀行セクターに関するホ
ワイトペーパー」は市中銀行と開発金融機関の両方に
ついて、こうした動向を多く取り上げています。英国
に本拠を置く銀行、投資家、金融機関、大学および労
働組合の連合である公正な移行金融アライアンスは、
公正な移行を支援するイニシアチブを数多く実施して
いますが、これらは同アライアンスの2021年報告書
「Just Zero」で紹介されています。

投資家のエンゲージメント
サステナブル投資家は近年、そのESG目標の達成に向
けた前進を図るためのコーポレート・エンゲージメン
トを本格化させています。「大粒から小粒へ：公正な移
行に向けた意欲を投資家の行動へ」は、公正な移行を
支持する投資家の企業とのエンゲージメントの指針と
なる枠組みを提供しています。宗教間企業責任セン
ターが採択した「公正な移行における職務標準とコ

ミュニティへのインパクトに関する投資家の期待声
明」には、投資家の主な要請が略述されています。公
正な移行を求める投資家は、�公正な移行を促進するた
めのコーポレート・エンゲージメントに特化した投資
家連合です。ワールド・ベンチマーキング・アライア
ンスが主導するコレクティブインパクト連合は、公正
な移行に関する投資家の企業とのエンゲージメントを
含む活動を行っています（投資家からのレターを参
照）。Climate�Action�100+が最近発表した公正な移
行指標の初結果は、この投資家連合による今後のエン
ゲージメント活動の参考となります。

労働組合の中にも、機関投資家として、労働者の退職
年金や医療補助の財源となる資本の投資を配分、管理
するものが多くあります。その投資に対する積極的ア
プローチを反映し、労働組合はワーカーズキャピタル
委員会を通じて団結しつつ、コーポレート・エンゲー
ジメントの指針として、ITUC株主決議原則を策定し
ています。

投資家の間では、人権のための投資家アライアンスや、
国連PRIによる人権と社会問題のための協調的スチュ
ワードシップ・イニシアチブのAdvanceなどを通じ、
人権を擁護しようとする機運も高まっています。

インパクト投資
インパクト投資も、公正な移行の支援に欠かせない役
割を果たします。企業はインパクト資本の投資対象と
なることも、インパクト資本の投資家となることも、
インパクト投資のエコシステムで独自の役割を果たす
こともあり得ます。インパクト投資研究所の「SDGs
と公正な移行への機関投資家資本の動員」は、このセ
クターが果たす役割を概観する報告書です。同研究所
はまた、場所に根差したインパクト投資に関するツー
ルキットと実施ガイドも作成しています。インパクト
投資研究所が英国で立ち上げた公正な移行ファイナン
ス・チャレンジは最近、投資商品について「公正な移行」
ラベルの開発計画を発表しました。

グローバル・インパクト投資ネットワークのインパク
ト測定・管理システム IRIS+は、社会と環境へのイン
パクトにまつわる効果的なデータ実践に便宜を図るこ
とにより、インパクト投資のエコシステムで中心的役
割を果たしています。このシステムには質の高い仕事
など、公正な移行に関連するインパクトが数多く取り
込まれています。
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開発金融
国内、二国間、多国間に関係なく、多くの開発金融機
関（DFI）は以前から、ディーセント・ワークを中心
的な開発目的としてきました。気候変動対策がその戦
略で中心的な位置を占めるようになる中で、こうした
機関は現在、ディーセント・ワークと気候変動対策、
持続可能な開発に対する協調的なアプローチを前進さ
せるうえで鍵を握る役割を演じるようになっています。

譲許的資本や技術援助、政策立案者との調整に係る能
力は、開発金融機関にとって重要な資産です。「MDB
公正な移行ハイレベル原則」は、大手多国間DFI数行
がその活動に公正な移行を埋め込むために採択した枠
組みです。これに従い、アジア開発銀行はエネルギー・
トランジション・メカニズムを立ち上げたほか、欧州
復興開発銀行の戦略には公正な移行イニシアチブが盛
り込まれています。

報告書「国際開発協力のコンテクストにおける公正な
移行」は、労働組合の役割を特に重視しながら、公正
な移行の枠組みが気候変動対策との関係で国際協力を
いかに容易にするかを取り上げています。

7.  シンクラボ・パートナーのイニシアチブと
活動：力を合わせて

ILOの傘下で公正な移行への支援を図るグローバルな
協業への取り組み「雇用のための気候アクション・イ
ニシアチブ」（CA4J）には、公正な移行措置を実施す
るビジネス界のメンバーが加わっています。CA4Jは
各国で、雇用重視型の気候変動政策、包摂的な社会的
保護政策、本格的な社会対話と研究・知見をサポート
しています。国際的には、アドボカシーとアウトリーチ、
能力開発、研究とイノベーションを促進しています。
公正な移行の加速を図るため、ITUCとパートナーは、

社会対話とステークホルダー・エンゲージメント、能
力開発および政策対話における戦略的インプットを支
援するためのプラットフォームとして、公正な移行セ
ンターを設けています。

国際再生可能エネルギー機関が確立した公正かつ包摂
的なエネルギー移行のための協業枠組みは、各国とそ
の他ステークホルダーを結集し、公正で包摂的なエネ
ルギー移行を促進するための優先的領域と具体的アク
ションを明らかにすることを目指しています。

8.  政策イニシアチブの事例： 
政府の役割の活性化

多くの国では、政府が国内での公正な移行支援に特化
した政策イニシアチブを確立しています。こうしたイニ
シアチブには、焦点を絞った資金援助、開発・多角化
の計画策定と政策調整を担当する機関、経済と気候に
関する調査分析、社会対話と地域社会への働きかけの
メカニズムや、民間のアクター向けの正式なガイダン
スといった要素が盛り込まれています。具体例としては、
スコットランドの公正な移行委員会、南アフリカの大統
領府気候委員会、欧州委員会の公正な移行メカニズム、
米国の石炭・発電所コミュニティと経済の再活性化に
関する省庁間ワーキンググループおよび英国移行計画
タスクフォースの民間セクター移行計画のためのセク
ター中立的フレームワークが挙げられます。また
COP26で発表された公正なエネルギー移行パートナー
シップは、国際的な政策イニシアチブとして画期的な
意義を持っています。このパートナーシップは南アフリ
カ、米国、英国、フランスおよび欧州連合による長期
的な政府間協定です。そのねらいは、公正な移行を中
心的な目的としながら、国内の気候変動政策の文脈の
中で、南アフリカの脱炭素を加速することにあります。
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国連グローバル・コンパクトの	
10原則

人権

企業は、
1　 国際的に宣言されている人権の保護を支

持、尊重し、

2　 自らが人権侵害に加担しないよう確保す
べきである。

労働

企業は、
3　 結社の自由と団体交渉の実効的な承認を

支持し、

4　 あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、

5　 児童労働の実効的な廃止を支持し、

6　 雇用と職業における差別の撤廃を支持す
べきである。

環境

企業は、
7　 環境上の課題に対する予防原則的アプ

ローチを支持し、

8　 環境に関するより大きな責任を率先して
引き受け、

9　 環境にやさしい技術の開発と普及を奨励
すべきである。

腐敗防止

企業は、
10　 強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗

の防止に取り組むべきである。

国連グローバル・コンパクトについて
国連事務総長による特別イニシアチブとして、国連グロー
バル・コンパクトは世界各地の企業に対し、その業務と
戦略を人権、労働、環境、腐敗防止の4分野10原則に整
合させるよう呼びかけています。私たちの野心は、10原
則を支持し、変革を可能にする責任ある企業とエコシス
テムを通じて持続可能な開発目標（SDGs）を達成するこ
とにより、ビジネスが持つグローバルなコレクティブイ
ンパクトを加速、拡大することにあります。
160か国以上の1万5,000社を超える企業と3,000を超
える非企業団体が署名し、69のローカル・ネットワーク
を擁する国連グローバル・コンパクトは、企業のサステ
ナビリティに関する世界最大のイニシアチブです。国連
グローバル・コンパクトは”One Global Compact”とし
て一丸となり、より良き世界の実現にむけて重要な問題
にかかわるインパクトを及ぼしています。

さらに詳しい情報は、ソーシャルメディアで
@globalcompactのフォローとともに、国連グローバル・
コンパクトのウェブサイト（ unglobalcompact.org ）
をご覧ください。
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